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連 結 注 記 表
　

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　1－1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称
連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称
ブロードメディア・テクノロジーズ㈱
㈱釣りビジョン

　ブロードメディア・スタジオ㈱
　ハリウッドチャンネル㈱
　ブロードメディアGC㈱
　ルネサンス・アカデミー㈱
　デジタルシネマ倶楽部㈱
　Oy Gamecluster Ltd.
　 CDNソリューションズ㈱は、ブロードメディア・テクノロジーズ㈱に商

号変更しております。
　 ルーネット・システムズ㈱は、CDNソリューションズ㈱（現ブロードメ

ディア・テクノロジーズ㈱）に吸収合併されております。
　 G-cluster,Inc.は、重要性が低下したため、連結の範囲から除外してお

ります。
(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称
　ギガ・ブレーンズ㈱
　G-cluster,Inc.

　㈱日本語センター

連結の範囲から除いた理由
ギガ・ブレーンズ㈱、G-cluster,Inc.及び㈱日本語センターは、小規模で

あり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない
ためです。
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　1－2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法適用の関連会社数 ２社
会社等の名称
　ガラポン㈱
　湖南快楽垂釣発展有限公司

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等
会社等の名称
　ギガ・ブレーンズ㈱
　G-cluster,Inc.
　㈱日本語センター
持分法を適用していない理由
ギガ・ブレーンズ㈱、G-cluster,Inc.及び㈱日本語センターは、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分
法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないためです。

　

　1－3．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法
　 満期保有目的の債券
　 償却原価法（定額法）を採用しております。
　 その他有価証券
　 時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
　なお、評価差額は、全部純資産直入法によって処理し、売却原価
は、移動平均法によって算定しております。

　 時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② デリバティブの評価基準及び評価方法
　 時価法を採用しております。
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　 ③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　 商品及び製品

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　 仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

　 原材料及び貯蔵品
　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　 番組勘定
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 ③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

(3) 引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法
　連結子会社１社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務の見込額（期末自己都合要支給額の100％相当
額）を計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及
び負債は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
　 ① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジ
について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を行っており
ます。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以
下のとおりであります。
　ヘッジ手段…為替予約取引
　ヘッジ対象…外貨建仕入債務

　 ③ ヘッジ方針
　主に当社の内規である為替リスク管理規程に基づき、為替変動リスク
をヘッジしております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象に関する重要な条件
等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘ
ッジの有効性評価を省略しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却につきましては、効果の発現する期間を合理的に見積も
り、当該期間にわたり均等償却しております。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
　 ② 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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２．誤謬の訂正に関する注記

　 当連結会計年度において、当社の連結子会社である㈱釣りビジョンにおける架空
取引被害が存在することが判明したため、誤謬の訂正を行いました。当該誤謬の訂
正による累積的影響額は当連結会計年度期首の純資産の帳簿価額に反映させており
ます。この結果、連結株主資本等変動計算書の期首残高は利益剰余金が753,413千円
減少、非支配株主持分が523,539千円減少しております。

　

３．連結貸借対照表に関する注記
　3－1．資産に係る減価償却累計額

　 有形固定資産の減価償却累計額 1,887,995千円
　

　3－2．担保資産

　 ソフトウエア 804千円

　上記の担保資産は、リース料の支払に対するものであります。
　

　3－3．固定負債 その他
平成27年３月に当社は㈱釣りビジョン株式の一部を売却しておりますが、売却

先との間で売買価額を合意した際に前提とした株式価値算定には、平成30年１月
に発覚した㈱釣りビジョンでの架空取引による収益も含まれておりました。その
ため、今後当該売却先との間において、当該架空取引による影響を考慮した株式
価値の再算定による株式売買価額の事後減額等が発生する可能性があるため、当
該減額等を見込んだ金額を固定負債に計上しております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　4－1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 79,147,323株
　

　4－2．当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 1,157,427株
　

５. 金融商品に関する注記
5－1．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、短期的な運転資金については資金需要に応じ銀行借入に
より調達し、設備資金については主にファイナンス・リース契約を利用して
調達を行っております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために
利用し、実需に伴う取引に限定し、投機目的での取引は行わない方針であり
ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券は、主に業務又は資本提携等に関連する株式であり、市
場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
またその一部にはコンテンツの調達等に伴う外貨建てのものがあり、為替の
変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘ
ッジしております。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投
資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、５年以
内であります。
デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに

対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。当社の内規である
為替リスク管理規程に基づき、実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は行
わない方針であります。
　ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジの有
効性の評価方法等については、前述の「1－3．(6) 重要なヘッジ会計の方法」
を参照ください。

― 6 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年08月01日 19時59分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、受取手形及び売掛金（営業債権）及びその他債権について、
取引先管理規程に基づき、取引開始時における与信調査、回収状況の継
続的なモニタリング、与信限度額の定期的な見直し等を実施しておりま
す。各連結子会社においても当社に準じて同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財
務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に
見直しております。
　一部の連結子会社は、外貨建の営業債務について、先物為替予約取引
によるヘッジを行っております。為替リスク管理規程に規定する手順に
より取引の実行及びモニタリングを行い、実需に伴う取引に限定し、投
機的な取引は行わない方針であります。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
　当社は、各部門及び各連結子会社からの報告に基づき、適時に資金繰
計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。
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5－2．金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められるものは含まれておりません（（注）3．参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
時価 差額

計上額

（1) 現金及び預金 1,616,807 1,616,807 －

（2) 受取手形及び売掛金 1,297,506

　 貸倒引当金 △9,529

1,287,977 1,287,977 －

（3）長期貸付金 108,500

　 貸倒引当金 △108,500

－ － －

（4）破産更生債権等 1,906,698

　 貸倒引当金 △1,905,505

1,193 1,193 －

（5）投資有価証券 17,577 17,597 20

資産合計 2,923,555 2,923,575 20

（1）買掛金 832,461 832,461 －

（2）短期借入金 216,902 216,902 －

（3）リース債務 (注)1 735,521 742,456 6,934

（4）未払金 339,128 339,128 －

（5）未払法人税等 55,856 55,856 －

（6）未払消費税等 25,951 25,951 －

負債合計 2,205,822 2,212,756 6,934

　 （注）1．流動負債の「リース債務」と固定負債の「リース債務」の合計額であります。
2．金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項

　 資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

　 （3）長期貸付金、(4) 破産更生債権等
時価の算定は、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定しているため、貸倒

見積高を控除した金額をもって時価としております。
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　 （5）投資有価証券
投資信託の時価については取引所の価格、債券の時価については金融機関から

提示された価格によっております。
　 負債

(1) 買掛金、（2）短期借入金、（4）未払金、（5）未払法人税等、（6）未払消費税等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。
　 （3）リース債務

元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

3．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 202,293

関係会社出資金 299,421

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、非上場株式等については、「（5）投資有価証券」には含めておりません。
また、関係会社出資金については、時価開示の対象としておりません。

4．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内
1年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,616,807

受取手形及び売掛金 1,297,506

投資有価証券 10,000

合計 2,914,314 － 10,000 －

長期貸付金（108,500千円）は、返済予定額が見込めないため、記載しておりませ
ん。

　

６．１株当たり情報に関する注記

　 (1) １株当たり純資産額 28円05銭

　 (2) １株当たり当期純利益 0円64銭
　

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1－1．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。
　 ② その他有価証券で時価のあるもの

　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
　なお、評価差額は、全部純資産直入法によって処理し、売却原価は、
移動平均法によって算定しております。

　 ③ その他有価証券で時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

　

　1－2．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

　

　1－3．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金
　関係会社への投資に対する損失に備えるため、財務健全性の観点から、
投資先の財政状態及び将来の回復可能性等を勘案して必要と認められる額
を計上しております。

(3) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき
計上しております。
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　1－4．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
(2) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
　

２．誤謬の訂正に関する注記
当事業年度において、当社の連結子会社である㈱釣りビジョンにおける架空取引

被害が存在することが判明いたしました。それにより、㈱釣りビジョン株式を当該
架空取引を考慮した適正な価値で再算定した価額に変更等を実施し、誤謬の訂正を
行いました。当該誤謬の訂正による累積的影響額は当事業年度期首の純資産の帳簿
価額に反映させております。この結果、株主資本等変動計算書の期首残高は利益剰
余金が323,861千円減少しております。

３．貸借対照表に関する注記
　3－1．資産に係る減価償却累計額

　 有形固定資産の減価償却累計額 1,083,414千円
　

　3－2．担保資産

売掛金 2,458千円

流動資産（その他） 2,049千円

ソフトウエア 804千円

関係会社株式 122,840千円

　 計 128,152千円

　上記の担保資産は、すべてデジタルシネマ倶楽部㈱のリース料にかかる債
務に対するものであります。
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　3－3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
貸借対照表に表示されているものを除いた関係会社に対する金銭債権及び

金銭債務は以下のとおりです。

　短期金銭債権 319,425千円

　長期金銭債権 2,430千円

　短期金銭債務 3,433千円

　3－4．偶発債務
債務保証

　次の関係会社について、リース会社に対するリース料の支払いが滞った場
合に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

デジタルシネマ倶楽部㈱ 29,524 支払リース料

　3－5．固定負債 その他
平成27年３月に当社は㈱釣りビジョン株式の一部を売却しておりますが、売却

先との間で売買価額を合意した際に前提とした株式価値算定には、平成30年１月
に発覚した㈱釣りビジョンでの架空取引による収益も含まれておりました。その
ため、今後当該売却先との間において、当該架空取引による影響を考慮した株式
価値の再算定による株式売買価額の事後減額等が発生する可能性があるため、当
該減額等を見込んだ金額を固定負債に計上しております。

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　 (1) 営業取引による取引高

　 売上高 351,076千円

　 仕入高 8,863千円

　 (2) 営業取引以外の取引高

　 営業外収益 77,088千円

　 営業外費用 3,010千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
　5－1．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 79,147,323株
　

　5－2．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 1,157,427株
　

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 賞与引当金 10,895千円

　 未払費用 17,591千円

　 減価償却超過額 82,059千円

　 投資有価証券 188,605千円

　 投資損失引当金 22,658千円

貸倒引当金 548,912千円

　 売掛金見積計上 1,118千円

　 繰越欠損金 1,274,501千円

　 その他 78,891千円

　 繰延税金資産小計 2,225,236千円

　 評価性引当額 △2,225,236千円

　 繰延税金資産合計 －千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等
　 (単位：千円)

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
ブロードメディ
ア・テクノロジー
ズ㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任
資金の預託・払戻
(注)3
利息の支払

―
　1,029

関係会社
預り金

　 ―
1,131,740

―

子会社
ブロードメディ
ア・スタジオ㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任
資金の預託・払戻
(注)3
利息の支払

―
　1,179

関係会社
預り金

　 ―
1,252,074

―

子会社
ブロードメディア
GC㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

資金の貸付・回収
(注)3
利息の受取
連結納税個別帰属
額調整益

―
5,444
　

43,625

関係会社
短期貸付金

―

―

412,915
―

―

子会社
ハリウッドチャン
ネル㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

資金の貸付・回収
(注)3
利息の受取
連結納税個別帰属
額調整益

―
8,133

　
18,826

関係会社
長期貸付金

―

―

604,766
―

―

子会社
ルネサンス・アカ
デミー㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

連結法人税個別帰
属額
資金の預託・払戻
(注)3
利息の支払

―

―
　770

未収入金
関係会社
預り金
―

70,703

1,080,652
―

子会社
デジタルシネマ倶
楽部㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

資金の預託・払戻
(注)3
利息の支払
デジタルシネマサ
ービスの売上
保証債務 (注)4

―
23

318,262
　 29,524

関係会社
預り金
―

売掛金
―

80,843
―

58,921
―

　取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 価格その他の取引条件は、双方協議の上締結した契約書または覚書等に基づいており、一

般的取引条件と同様に決定しております。
2. 上記取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
3. ブロードメディアグループ内の資金の効率化を図ることを目的としたCMS（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）による取引であり、取引金額の記載を省略しております。
4. デジタルシネマ倶楽部㈱のリース会社に対する支払リース料の支払が滞った場合に対し債

務保証を行っております。なお、保証料の受領はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

　 (1) １株当たり純資産額 19円97銭

　 (2) １株当たり当期純損失 7円85銭
　

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年08月01日 19時59分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


